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特集

特集

第１章

第２章

改正法基通等をもとに読み解く

新リース会計基準に伴う
リース税制見直しの留意点

2024年９月に新リース会計基準が公表されたことに伴い、令和７年度税制改正では、法
人税、消費税、地方税の改正が行われた。また、2025年６月30日に法人税基本通達およ
び消費税法基本通達が改正され、法令ベースで不明確だった点が明らかになっている。
本特集では、これらの法令・通達の改正をもとに、リース取引を行うか否かの判断にあ
たり重要な要素である、リースに関する税制がどのように見直されたのか、実務上の留
意点を解説していただいた。

通達で定義やリースの識別等の取扱い明確化
新リース会計基準に伴う
法人税改正の留意点

延払基準に関する経過措置、外形標準課税等
新リース会計基準に伴う
消費・地方税改正の留意点
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